
－1－

議案第７３号

平成３１年度渋川市一般会計予算

平成３１年度渋川市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３７，５５３，０００千

円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表

地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、３，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員

手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の間で流用する場合と定

める。

平成３１年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉











　　　　　第　　２　　表　　　　　債　　務　　負　　担　　行　　為

（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

渋川市土地開発公社借入金損失補償
平成31年度
以降

渋川市土地開発公社がその業務を行
うために、1億円を限度として借り入
れた資金のうち、元金及び利子につ
いて、償還期限到来後契約に応じた
期間が経過しても償還できない元利
金合計額及び遅延損害金に相当する
額

農業近代化資金等利子補給
平成32年度

～
平成46年度

渋川市農業近代化資金等融通措置条
例に掲げる資金の貸付限度額及び融
資率により融資された資金の償還残
額に対し、年2.5％以内に相当する額

まちなか創業支援
平成32年度

～
平成36年度

中心市街地で創業等をするための資
金として借り入れた、群馬県制度融
資「創業者・再チャレンジ支援資
金」の償還残額に対し、約定利率の
うち年1.0％を限度とする額と当該融
資にかかる群馬県信用保証協会への
保証料支払額

群馬県共済生活協同組合に対する貸付
平成31年度

～
平成33年度

共済金の支払いのため、その異常危
険準備金等共済金の支払いに充当す
べき一切の資金を充てても、なお共
済金の支払いに不足を生じ、かつ、
金融機関その他より融資を受けられ
ないと認められるときは、金額150万
円の範囲内で貸付を行う。

固定資産税課税客体定期確認業務委託 平成32年度 ３３，６０５

不動産鑑定評価業務委託 平成32年度 １８，７４４

各種健康診査及び検診業務委託
平成31年度

～
平成32年度

９９，３３９

前橋・渋川シティマラソン実施事業
平成31年度

～
平成32年度

３，５００

通学バス運行事業（栄・溝呂木線外２
路線）

平成32年度
～

平成33年度
６２，９３８
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通学バス運行事業（上村線外１０路
線）

平成32年度
～

平成35年度
４７３，４３８

通学バス運行事業（五輪平線外１路
線）

平成32年度
～

平成36年度
４４，６７９

学校保健各種検診業務委託
平成31年度

～
平成32年度

１０，０５７

ＡＬＴ派遣業務委託
平成31年度

～
平成32年度

２１，７８０

学校給食共同調理場（７大アレルゲン
対応）整備事業

平成31年度
～

平成32年度
８３６，４５０

南部学校給食共同調理場調理配送等業
務委託

平成31年度
～

平成35年度
２９９，９７０
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　　　　　第　　３　　表　　　　　地　　　　方　　　　債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利  率 償還の方法 

市民会館改修事業
（合併特例事業）

1,069,800

地域振興基金造成事業
（合併特例事業）

237,500

農業農村整備事業 24,500

急傾斜地崩壊対策事業 15,000

道路長寿命化事業 37,300

道路整備事業 127,900

地方道路等整備事業 202,200

消防防災整備事業
（合併特例事業）

134,700

学校給食調理場再編整備
事業
（合併特例事業）

726,900

臨時財政対策 958,900

合　　　　計 3,534,700

証書借入又
は証券発行

年5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで

きる。
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一般会計予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 給与費明細書

○ 継続費についての平成２９年度末までの支出額、平成３０年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び平成３１年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等

に関する調書

○ 債務負担行為で平成３２年度以降にわたるものについての平成３０年度末まで

の支出額又は支出額の見込み及び平成３１年度以降の支出予定額等に関する調書

○ 地方債の平成２９年度末における現在高並びに平成３０年度末及び平成３１年

度末における現在高の見込みに関する調書
















































































































































